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住宅からみた時宜適合的社会的投資の意義と限界 

佐藤和宏 

（東京大学社会科学研究所） 

本稿では，1963 年に神奈川県によって行われた福祉資金行政実態調査の再分析

を，住宅事情および住宅政策から行う．日本の住宅政策は，新築・持家主義と

総括されることが多いが，1960 年初頭の時点では，いまだ高度経済成長を背景

とした旺盛な労働力人口移動と多様な住宅政策によって，必ずしも持家社会と

は言い難かった．本稿の発見は，第一に，住宅資金が，既存持家・低所得層と

いう固有の役割を持つことが明らかになったことである．第二に，貸間収入の

ある世帯を分析してみると，都市部に集中していた．第三に，所得階層が低い

ほど貸間収入が世帯収入に占める割合は高くなるが，他方で，所得階層が高い

ほど貸間収入が大きいことが明らかになった．報告書においても強調されてい

た「想われざる効果」は，住宅という観点からしても，大きいように思われる．

1はじめに 

本論文では，神奈川県民生部による福祉資金行政実態調査(神奈川県 1963)の再分析を基

に，高度経済成長前期における住宅事情から，福祉資金利用世帯への福祉資金利用と，利用

世帯にとって不動産所有が持った意味について考察する．本調査は，氏原正治郎・小池和男

が分担して執筆したものであるが，調査報告書を指す場合，以下では便宜上，『報告書』と

表記する．

1960 年代に行われた福祉資金調査を，現在(再)分析することに関わって，本報告の関心は

以下のようなものである．第一に，住宅政策についての関心である．戦後日本は，戦前の基

準(1935 年)に照らして約 420 万戸という圧倒的な住宅不足・住宅難からスタートしたが(住

宅金融公庫 1960: 3)，建設省・自由民主党主導の住宅政策の下，民間自力建設・建設戸数主

義・持家誘導という方針が採用され(渡辺 1962)，1973 年の『住宅統計調査』をもって全都

道府県において住宅数が世帯数を上回る．論者によって立場は異なれど，1980 年代以降，

日本型持ち家社会が定着したと言える(住田 2015: 7 章)．このことはしかし，「住宅難の時代

から持ち家社会へ」といったような一義的・直線的な住宅政策(史)観を意味しない．福祉資

金における住宅資金を一例として，住宅政策についての捉えなおしを提起する．

第二に，本調査の社会保障体制における位置づけである．『報告書』にあっては，1962 年

の「社会保障制度の総合調整に関する基本方策についての答申および社会保障制度の推進

に関する勧告」(以下，勧告)が強く意識されている．すなわち，生活保護から出発し，分化

／体系化していった戦後の社会保障にあっては，救貧を生活保護が，防貧を社会福祉が担う
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という勧告の方針を背景として，本調査は後者の政策効果の検証という目的を内包してい

る．

1950 年の「社会保障制度に関する勧告」では，公的扶助，社会保険，医療・公衆衛生と並

んで社会福祉が社会保障の 4 要素とされた．この段階では「社会福祉は生活困窮者を対象と

する生活保護と連動して捉えられ」ていたのに対して，62 年勧告では「社会福祉を低所得

階層対策の一環として捉え，防貧的社会福祉への転換が示唆されて」(三浦 1996: 338)いる．

生活扶助基準が，絶対的貧困を念頭に置いたマーケットバスケット方式から，相対的貧困を

念頭に置いたエンゲル方式に変更したのが 1961 年であった．また同年は，国民皆保険・皆

年金が成立したという意味において，日本の福祉国家の成立期とする見解も存在する(田多 

1994)．この点，調査時における母子福祉資金・世帯更生資金(以下，両資金)の位置づけを検

討することは，社会保障における両資金の位置づけにとって重要であろう．

 第三に，社会階層論における不動産所有と生活状態の関係である．両資金は，世帯に対し

て貸付・指導を行うものであるから，もとより単位は個人ではなく世帯である．本調査が筆

者にとって興味深いのは，不動産所有と生活状態の双方向性を確認できることである．一般

的に，家計が豊かであるほどに財産保有状況も豊かであることは想定されるが，既存の社会

階層論が教育・職業など個人に附随する属性を重んじた分析を豊富化させたこともあいま

って，世帯にとっての不動産所有の意味を分析するという方向性は必ずしも重視されてい

なかったように思われる．

2問題設定と分析枠組み 

2.1 リサーチクエスチョンと過渡期性 

 本論文では，上記の関心を基に，以下の問いを明らかにする．第一に，両資金における住

宅資金は，利用世帯にとってどのような意味をもち，その住宅政策的な意義は何であったか

の前提として，日本の住宅政策の特徴と，神奈川県の住宅事情をまず確認する(第 3 節)．第

二に，住宅資金が，その目的に照らして，利用世帯にとってどのような効果および意義を持

ったのかについて検討する(第 4 節)．第三に，不動産所有が世帯の生活状態にとってどのよ

うな意味を持ったのか(第 5 節)．これら 3 つの問いに回答しつつ，結論部では，住宅資金お

よび不動産所有が，1960 年代の・神奈川県においてどのような位置づけを持つものであっ

たのかについて議論したい．

この前提として，調査時期である 1962 年という時期が，いくつかの意味で過渡期であっ

た，という認識は重要であるように思われる．ここでいう過渡期とは，第一に，都市化への

過渡期である．戦後高度経済成長は，一般的には 1955 年から 1973 年までを指すが，1962

年の神奈川県は，まさにこの高度経済成長によって激しい人口流入・労働力人口の産業間移

動が生じていた．

人口移動の大きさを背景として第二に，住宅政策の過渡期でもあった．日本の住宅政策は，
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新築・持家を中心的施策として実施されていたが，実際には，持ち家率が下がり続けていた

からである．住宅問題という意味でも，住宅難の内訳がいまだ準世帯という形で表れていた

という意味で，過渡期であった(5 節にて検討する)．報告書にあっては，低所得層という問

題の原因に対しては，経済変動そのものと，それに対する世帯の対応という 2 つを見出して

いる(『報告書』: 序 1-3)． 

これらとも関わって，『報告書』では，第三に，社会保障制度が過渡期であるがゆえに，

貸付金の性質も規定される，とされていた．つまり，社会変動が急激である場合，家族主義

的あるいは共同体的扶養が機能不全となりつつも，新しい制度がまだ不十分にしか成立し

ていないために，貸付金は一般的なものよりも有利に設計する必要があること，給付でない

がために相談・指導が附随する，という主張がそれである(『報告書』: 2)． 

2.2 問題設定のコンテキスト 

こうした問題設定に必要な限りで，いくつかの補足をしておきたい．第一に，(社会)階層

を職業として捉えるという点である．『報告書』にあっては，低所得層という概念について，

社会階層論的に接近するとしたうえで，社会階層の指標を職業としている．この調査がユニ

ークに思われるのは，「有業者，無業者の定義を，前者に最も有利にきめ」た上で(『報告書』: 

9)，調査対象の世帯主自身が業(＝職業)と見なさなくても，本調査の「有業」の定義から「貸

間業」を業として位置付けていることにある(『報告書』: 12)．筆者にとってこのような位置

づけが興味深いのは，世帯主の職業による分類が世帯主という個人に附随するものである

のに対して，貸間をする単位は世帯である，という対象を観察する際の単位のズレが見て取

れるからである．

 このズレを分析する本論文では，第二に，世帯資源戦略という概念を用いる．イギリスの

社会学者 Ray Pahl は，イギリスのシェピー島におけるフィールドワークに際して，世帯労

働戦略という概念によって分析を行った(Pahl 1984)．世帯を労働workの単位であるとして，

世帯が様々な労働のコンビネーションから構成されるものと考えた Pahl は，労働市場のみ

ならず労働市場外労働も含めて，世帯と労働をめぐる格差について検討した．Pahl の調査に

よる知見としては，労働市場内における格差が，世帯という単位で観察した場合，労働市場

外労働によっていっそう拡大する，ということであった．本論文でも，福祉資金を利用する

世帯という(所得が一定の幅に収まる)同質的な集団を対象として，不動産所有が当該集団に

対して格差を拡大する働きを持ったのか，それとも格差を縮小＝相対的な低所得世帯にと

っての没落緩和の働きを持ったのかを検証する．

結論でも言及するが，この前提(3 節)―分析(4 節・5 節)それ自体が，きわめて過渡期的な

時代に適合した制度および(間貸しという)実践であったから，本調査の再分析には，少なか

らぬ意味が存在するように思われる．

本論文では，下記「想われざる効果」に際してこの世帯労働戦略という概念を用いるが，
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冒頭で述べた関心に照らして，不動産および制度という資源をも含めて，世帯「資源」戦略

という概念からこれを捉える．

 第三に，「想われた効果」と「想われざる効果」についてである．まず前者については，

既に述べたように本調査の目的が両資金の政策効果を検証することにあったため，これに

直接に関わる．氏原ら調査者によれば，被保護世帯(つまりは生活保護利用世帯)からの自立

更生，被保護世帯への転落防止といった制度のフォーマルな目的は消極的な規定であると

して，「福祉資金制度の本来の目的は「生業」による事業収入の増加によって，暮しむきが

向上することと，より積極的に規定されねばなるまい(『報告書』: 15)」としている．つま

り，生業資金を借りて事業を行ったか否か，生業が調査時点現在も継続されているか否か，

生業の事業収入が増えたか否か，貸付金が事業収入増にどれほどの役割を果たしたか，貸付

金による事業収入増加がくらしむきを向上させたか否かという 5 つの規定を指標としてい

る．

 しかし『報告書』は同時に，この「想われた効果」と対をなす「想われざる効果」を確認

している．下記，長くなるが重要と思われるため引用する．すなわち，

資金を借りて生活費の赤字補填をしつつ，子女の成長就職をまってくらしむきを向上

させる，という場合も充分考えられる．とくに，産業社会の高度化にともなう若年労働力

の雇用分野のめざましい拡張と，他方「生業」分野の停滞という従来の把握を前提すれば，

かえってありそうな傾向なのである．こうした場合も，この資金制度からみて「想われざ

る結果」ではあっても，その「効果」の一つにはかわりない．われわれはこうした「効果」

をも――あるいは，そうした効果をこそ，というべきかもしれない――追究しなければな

らぬ(『報告書』: 15) 

という表現がそれである．『報告書』による捉え方と本論文の分析は必ずしも一致しない

が，重要な指摘であると認識し，以下では，まず住宅資金の「想われた効果」を分析したう

えで，後半では両資金の「想われざる効果」についての検討を行うことにする．

2.3 時宜適合的社会的投資 

 本論文では，以上のような問題設定と分析枠組みを用いた上で，「時宜適合的社会的投資」

という観点からこれを捉える．社会的投資は，所得保障中心の福祉国家が，高度経済成長・

フォーディズムといった安定的条件を欠く段階において，いわゆる条件整備国家になって

いく際に用いられるようになった概念である．つまり，教育あるいは職業訓練など積極的労

働市場政策を，私的にではなく公的政策として整備することによって，人的資本投資を拡充

していく概念である．

本論文において時宜適合的という修飾を付しているのは，いくつかの意味で現在的な用
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法とは異なったニュアンスを内包しているためである．第一に，福祉国家の発展との関係で

ある．社会的投資は，高度経済成長が困難になったが故に登場してくる概念であるのに対し

て，本論文はまさに高度経済成長の最中であるから，社会的投資の位置づけが明らかに異な

っている．

第二に，貸付および生活相談という政策内容は同様であっても，その機能が異なっている．

個人(ヨーロッパ)あるいはコミュニティ(アジア)を対象とするのに対して，日本の両制度は

世帯を対象としており，また「想われざる効果」を多分に内包している．これは第一の社会

構造的背景の違いを反映している部分――高度経済成長および社会保障制度によって富の

均霑が各世帯に配分される可能性が高い――もあるように思われる． 

第三に，社会的投資は，1990 年代以降の新しい取り組みであるのに対して，日本の場合

はむしろ，1960 年代以降に生活保護・社会福祉(六法)そして社会保険を中心に福祉国家が定

着していくために，両資金の位置づけはむしろ残余化していく．

3住宅事情から見た住宅資金 

3.1 日本の住宅政策の特徴 

 本節では，本調査における住宅資金および不動産所有の分析の前提として日本の住宅政

策の特徴と調査の時代状況としての住宅問題を確認したうえで，住宅資金の意義を検討す

る．

 第一に，日本の住宅政策の特徴についてである．本論文の冒頭において，民間自力建設・

建設戸数主義・持家誘導という特徴を確認した．この政策的枠組みとしては，新築の持家誘

導(住宅金融公庫，以下，公庫)を中心として，給与住宅および残余的に公共住宅――日本住

宅公団(以下，公団)，公営住宅――によって，持家誘導を補完するものであった．また，1950

年の地代家賃統制令改正によって，民間貸家のうち新築の場合は自由家賃とされていたこ

とから，(1950 年以前の)既存民間貸家については，地代家賃統制令で家賃が釘付けされてい

た．1958 年時点での建設省の推計によれば，全国の総世帯数 2037.2 万のうち，持ち家は

1309.3 万世帯に対して，借家は全部で 729.9 万世帯で，このうち統制対象が 217.8 万世帯，

統制対象外は 510.1 万世帯だった．また借家を，テニュア別でみると，公営・公団・公社は

94.4 万世帯，民営借家 490.4 万世帯，給与住宅 143.3 万世帯だった(新堀 1968: 2-A-6 表)． 

 こうしたテニュア構成を念頭に置きつつ，いくつか注意する必要がある．第一に，日本の

住宅政策は，中間層に厚く低所得層に薄いという性格を持っていたことである(原田 1985: 

380-381)．一般的に，低所得よりも中所得世帯の方が持ち家を持つ傾向にあるから，住宅政

策が持家中心であるという点で，垂直的分配にとって逆進的であった．第二に，公団・公庫

は，その施策の中に，給与住宅建設のためのものがあり(公団の特定分譲，公庫の産労住宅)，

1950 年代から 1960 年代にあっては，それらが少なくない割合を持っていた．日本の企業福

祉の特徴として，中小企業よりも大企業のほうが手厚いことから，企業規模を媒介に，労働
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者上層に厚く，労働者下層に薄い住宅支援となっていた．

このことから，報告書でも指摘されているように，住宅政策――公的直接供給および民間

借家への規制緩和――だけでは，住宅難はまかなわれなかった．すなわち，(住宅の)「その

不足は，民間自力建設でまかなわれたが，その多数は，家賃・地代の統制で借家経営が投資

対象にならなかったので，借家ではなく持家であった(『報告書』: 37)」．また所得階層で見

れば，「公営住宅，給与住宅政策は，所得の中位または高位の世帯については，有効に作用

したが，低所得世帯については，有効ではなかった」(『報告書』: 39)ために，新築の持家を

持つことのできない低所得世帯に対しては，「特別の住宅政策の必要性」があった．

こうしたことから『報告書』では，その住宅政策は 2 つ挙げられており，第 1 には低所得

世帯でも負担しうる低家賃の借家，すなわち公営住宅であるが，第 2 に，低所得世帯の持家

を改善する方策であるとされ，本調査においては後者に焦点化されている(『報告書』: 39)． 

3.2 神奈川県における住宅事情 

では，こうした住宅政策の特徴を踏まえて，調査対象となった当時の神奈川県(全土)の住

宅事情を確認しておきたい．一般的に，1955 年から 1973 年までを高度経済成長期と呼称す

るが，この時期には，人口増のみならず農村から都市部への旺盛な労働力移動がなされたこ

とから，重大な住宅問題を引き起こしていた．こうした住宅問題は，関東圏の一部である神

奈川県においても，同様の事情であった．

1958 年の『住宅統計調査』によると，全国でみても住宅難は約 216 万戸とされ，全世帯

数の 11.9％に相当する．ここにおいて住宅難は，以下の 4 つの指標から構成されている．す

なわち第一に非住宅居住，第二に複数世帯同居，第三に老朽危険住宅，第四に狭小過密(居

住室の畳数が 9 畳未満で，1 人当たり 2.5 畳未満のもの)の４つがそれである(相互に排他的

ではないため，重複を含む)．東京が最も高く 17.1％だが，神奈川県も 14.1％と，全国の中

で最も高い地域の 1 つとされている． 

こうした神奈川県の住宅難について，ほぼ同時期に生活保護の住宅扶助について調査さ

れた神奈川県民生部保護課の文献からも確認しておきたい．1960 年の『国勢調査』および

神奈川県建築部の資料によれば(神奈川県民生部保護課 1962)，次のことが理解されよう． 

表 1 神奈川県における世帯数と住宅数 

年次 世帯数(a) 住宅数(b) a／b 

総数 普通世帯 準世帯 総数 持家 借家 給与住宅

1950 523914 515457 8457 438074 275258 128193 34623 119.6 

1955 625619 594707 30912 538940 363282 137961 37697 116.1 

1960 815286 755411 59875 698251 439672 209724 48855 116.8 

(引用：神奈川県民生部保護課(1962)第 1 表・第 2 表より筆者作成．) 
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第一に，住宅数は 10 年間で急増しているものの，しかし世帯数も同様の程度に増えてい

るために，対世帯比住宅の割合で見ると住宅不足はそれほど解消していない．第二に，世帯

数のうち，間借り人・寄宿人など単身者又はその集まりを指す準世帯も増えているがために，

彼らの需要に応じた住宅が必要となっていた，ということである．

以上のことから，次節以降の分析の前提として，以下のようにまとめることができよう．

敗戦直後の圧倒的な住宅不足から，徐々に絶対的な住宅不足は解消しつつあった．しかし住

宅政策は，中間層に厚く低所得層に薄かったこともあって，準世帯も含む低所得世帯にとっ

てのそれは，政策課題の中での優先度が低かった．第一に，この政策課題における優先度の

低さは，4 節でみる住宅資金の目的および固有性と結びついている．低所得世帯持家世帯に

とっては，老朽あるいは狭小過密を解消する機能を持っていたことが明らかにされる．第二

に，準世帯が増加しつつある段階にあっては，間貸しを行うことは，住宅の需要を満たすこ

とができるばかりでなく，間貸しを行う側にとっての収入となる．間貸しを行うにあっては，

その世帯の不動産所有の状態と内訳(どういう不動産であるか)が重要であるから，5 節にて

その分析を行う．

4住宅資金の目的・効果・意義 

4.1 住宅資金の利用とその効果 

4.1.1 住宅資金の制度 

 まず住宅資金の目的を確認して，その目的に照らしてその効果があったのかを確かめる

ことにしたい．報告書によれば(『報告書』: 第 1 表)，母子福祉資金の住宅資金は，住宅補

修のみで，借入額は 3 万円，返済期間は(借りてから)半年は据え置き・5 年間で返済，年利

は 3％だった．また，世帯更生資金の同資金も，返済期間が 3 年間である以外は，同内容の

制度となっている．

 なお住宅資金は，他の資金に比べて，やや緩やかに用いられていることは，留意されてよ

い．緩やかにというのは，第一に，名目および借入額の柔軟性である．住宅資金の借入額は

3 万円とされていたものの，「店舗・仕事場の補修，貸間の増改築など，収入増を伴う住宅

の補修は，事業資金でも借り入れることができ」(『報告書』: 41)，この場合は 10 万円まで

借入可能であった．ただし，住宅資金の目的と借入金額でクロス表を作成してみると，事業

用のみならず非事業用においても 3 万円よりも大きい額を借り入れていた世帯もあったこ

とから，名目(事業資金か住宅資金か)・借入額は緩やかに決められていたように思われる． 

第二に，対象である．調査対象者は，1956～1960 年までの 5 年間で福祉資金を使った世

帯であるが，このとき住宅資金は，住宅補修のみであった(『報告書』: 37)．言い換えると，

1961 年には住宅増改築の貸付ができ，1963 年には転貸費用の貸付が可能になったので，こ

の時点では住宅補修の利用者のみのはずである．しかし表 2 では，居室も少なくない割合で

利用されており，事実上，増改築にも用いられていた 1)ように思われる．この点，使用対象
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(箇所)についても緩やかに用いられていたと言いうる． 

表 2 住宅資金の目的×利用した箇所表タイトル 

屋根 台所 居室 土台 壁 床 便所 その他 合計

事業用 13 8 15 6 4 6 4 9 41 

非事業用 161 91 71 68 54 39 35 49 256 

無回答 16 4 10 9 2 0 1 2 32 

合計 190 103 96 83 60 45 40 60 329 

(単位：件，回答は重複を含む) 

以上を念頭に置きつつ，『報告書』の住宅資金の章の冒頭にも言及されている通り，「住宅

資金の直接の目的は，住宅の増改築・補修によって，居住条件を改善すること」であった．

この点，世帯収入を増加させるという福祉資金の本来的目的とは異なるため，「その居住条

件の改善が，直接に，世帯収入に影響をあたえ，それを増大させまたは減少させることには

ならない．だから，この観点から住宅資金の効果を測定することは，もとより不可能である」

(『報告書』: 46)と言及されている．実際には，5 節で見るように間貸しを行っている世帯が

あることから，世帯の所得増にも貢献しているのであるが，ここではまず，居住条件の改善

が果たされているのかを確認することにしたい．

4.1.2 住宅資金の活用と効果 

住宅資金は，事業用 41 件・非事業用 256 件(・無回答の 32 件をあわせて)329 件の利用が

ある．住宅資金の目的と補修箇所を見ると，表 2 から分かるように，第一に使われている箇

所から見ると，屋根あるいは台所，土台など，家にとっての基本的な構造部分が多い．ただ，

3 番目に多い居室については，居室改善も含めた増改築のニーズが大きいことの反映かもし

れない．第二に，住宅資金の種類によって，特に対照的な違いは見られないように思われる．

ともあれ，屋根が壊れていたら雨がふっかけてきたり，あるいは台所が壊れていれば料理も

満足にできなかったりということが想定されるから，住宅資金の活用によって，居住機能は

改善されていると想定される．

 しかし，実際の効果という観点からの分析は，本論文の限りでは，必ずしも明確とは言い

難い．第一に，住宅難の改善という観点からは，借受時と現在の比較をすることができない．

住宅難とは，建設省が住宅政策の策定に際して参考にした住宅問題の指標で，非住宅居住・

複数世帯同居・老朽住宅居住・狭小住宅居住の 4 つからなる．一方では確かに，世帯当り畳

数(14.09 畳→14.93 畳)，1 人当たり畳数(3.93 畳→4.32 畳)は広くなっていることから，狭小住

宅居住世帯は減少しているといって差しつかえない．この限りにおいて，住宅難は改善して

いる．
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他方，老朽住宅は，改善されたか否かが明確ではない．というのは，借受時と現在とを比

較することができないためである．老朽住宅は要修理の程度によって分類されているが，借

受時と現在を比較すると，借受時の回答数がわずか 169 件であり，現在の回答数が 2985 件

であり，このサンプルの違いを無視して比較することはできない．

住宅資金利用世帯が 329 件と調査対象者(4281 世帯)の中では少数であり，転居している

割合(回答者のうち 21.8％)および転居回数の多さ 2)も併せて考えれば，住宅資金の効果とし

て住宅難が改善したというよりは，それ以外の諸々の要因の複合的産物と理解した方が適

切であるように思われる．

第二に，住宅資金利用世帯にとっての，実質的な目的についてである．補修という表現は，

傷んだところを補い，繕うという意味合いであるから，例えば被災からの復興，老朽化に対

する修繕というイメージと結びつく．他方，住宅設備それ自体を近代化していくという意味

で，近代的・ポジティブなイメージとも結びつきうる．

被災的なものについては，この調査および『報告書』からは読み取ることができない 3)が，

近代化については接近可能であるように思われる．すなわち，住宅資金の目的と，暮しむき

(D7)および暮しむきと貸付金との関係(I)のクロス表を見てみると，それぞれ，暮しむきは良

くなった(87.2％)・貸付金は役だった(93.9％)との回答であった．このように，住宅資金利用

世帯の意識から見ると，住宅部面における近代的生活への実現に奉仕したということは言

えるであろう．

4.2 住宅資金の「想われた効果」について 

4.2.1 誰が住宅資金を使ったか 

前項でみた住宅資金を，住宅政策の位置づけから見るに，固有の意義を持つものであった．

というのは，報告書にも示されている通り，住宅資金の利用者は，非農林業業主世帯，中小

企業労働者世帯，単純労働者世帯であったから，低所得かつ持家の層にとっては，他に活用

可能な住宅政策が無かった以上，低所得・既存持家の改善は，固有の機能を果たしていたの

である(『報告書』: 40)． 

では，職業的で比較すると，住宅資金利用世帯はどのような特徴があると言えるのだろう

か．『報告書』第 34 表では，利用世帯を職業順に並べると，上位 3 つは単純労働者(19.2％)，

中小企業労働者(19.2％)，非農林業業主世帯(15.4%)であった(N=286)．この点，他に活用可能

な住宅政策が無かったことは確かであろう．これについては，表 3 の通りである 4)． 
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表 3 調査対象世帯と一般世帯の職業比較タイトル 

母子・住宅 世帯・住宅
福祉資金

全体

就業構造

基本調査
国勢調査

自

営

業

農林業業主 13 6 7 8 8 

商業サービス事業主 22 9 30 
13 14 

職人家内労働者 11 12 14 

雇

用

者

大企業 3 9 5 

68 75 
中小企業 13 27 15 

商業サービス業労働者 5 3 6 

単純労働者 20 22 14 

無業者 13 12 9 11 4 

合計 148 134 4196 813 75.4 万 

(出典：すべて『報告書』第 108 表より．就業構造基本調査は 1959 年，国勢調査は 1960 年

に行われたもの．) 

4.2.2 住宅政策における住宅資金の固有性 

 これが重要に思われるのは，これまでの先行研究では言及されていないものの，住宅政

策における事実上の分業関係が存在するように思われるためである．つまり，低所得世帯

に対して，テニュア別に異なった複数の施策が存在していたということである．

セーフティネットとしては，生活保護の住宅扶助がある．ここでは主として，救貧のため

の家賃という使途が想定されている．他方，防貧施策として，第一に上記で見た通り，福祉

資金は，低所得の既存持家世帯への改善(補修および増改築)という機能がある 5)．また防貧

施策の第二として，公営住宅の場合，(生活保護世帯も含む)低所得世帯に対して，安価・良

質な公的住宅を供給するが，ここでは住宅費負担緩和策および居住水準向上がセットとな

っている．

さらに，『厚生白書』を見てみると，国民年金・厚生年金積立基金を原資とする財政投融

資，あるいは地方債は，その一部が，住宅政策へと振り分けられていた(佐藤 2018: 272)．

1960 年に入ると，企業規模による賃金・労働条件の格差ばかりでなく，企業福祉の格差も

話題になった．こうした背景から，財政投融資を原資(の一部)とした住宅公団，住宅公庫に

は，中小企業向けの福利厚生施設に対する補助のスキームがあったり，地方公共団体による

住宅建設あるいは地方公共団体への転貸を行ったりしていた．つまり，中小企業労働者も含

む低所得世帯への住宅を供給していたのである．財政投融資および地方債は，こうした貸家

(供給)支援ばかりでなく，農山漁村向け住宅改善事業も持っていた(この事業は，のち金融公

庫に移管される)が，総じて，低所得世帯に対しては，量あるいは効果の問題はあれども，
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一定の分業が行われていたと見てよいのではないだろうか．

5不動産所有が世帯にとって持った意味とはなにか 

5.1「想われざる効果」の分類 

 本節では，不動産所有が世帯にとって持った意味は何かという問いから，間貸しが世帯に

与えた影響を分析する．その際，住宅資金はそもそも住宅改善目的であって直接には世帯収

入増加が目的ではないから，その限りで「想われざる効果」と呼びうる．そこで 2 節でも検

討したような関係，つまり「想われた効果」と「想われざる効果」の関係を見た上で，間貸

しの影響を見ることにしたい．

 まず「想われた効果」についてであるが，これがかなり限定的にしか機能しなかったとい

うことを確認しておきたい．本章の目的は住宅の分析にあるため，生業資金についての分析

は行なわず，報告書から引用することにしたい．

「生業」資金制度はいうまでもなく，建前上，生業の創設維持策である．創設という以

上，自営業以外の，つまり雇用者から自営業者への転業促進策にほかならない．ところが，

上述した分析は，この転業が必ずしも階層上昇を意味しないことをしめしている．いや，

階層上昇を行うのは，むしろごく例外的な現象なのだ．かりに刻苦精励して生業を行って

も，もっとも熟練を要しない単純労働者世帯の通常の収入レベルと大差ないのである．そ

れならば一体，創設の意味は奈遍にあるのか(『報告書』: 30)． 

実際，報告書によれば，生業資金における創業・維持の結果として，生活が改善されたと

みなしうるものは，5 割ほどだとされている 6)． 

 しかし報告書でも強調されているように，「想われた効果」は「想われざる効果」も含

めて分析されなければならない．なぜかといえば，おおむね暮らし向きは向上しているから

である．「暮らし向きの変化」に対して(無回答を除き N＝3252)，楽になったという回答が 4

分の 3 ほどであり，「一次楽になったが今は苦しい」(10.7％)，「苦しくなった」(7.0％)は少

数派である．

「想われた効果」が小さくても，総体としては生活が安定・向上したのはなぜなのだろう

か．この疑問に答えるために，「想われざる効果」なる概念が射程に入ってくることになる．

ここではトピックとして，時間稼ぎ型，流用型，そして間貸しを挙げておきたい．間貸しに

ついては次項で扱うため，ごく簡単に前 2 者を見ることにする． 

 第一に，最も消極的なタイプとしての，流用型である．つまり，福祉資金を生活費に流用

することである．報告書でも「想われざる効果」について検証しているが，それによれば世

帯更生貸付金よりも母子福祉資金のほうが，よい効果を示しているという．
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この差は，母子福祉資金借受世帯が原則として母子世帯であることを想起すれば，容易

に肯けるであろう．「生業」に失敗する割合は世帯更生資金グループとかわらなくとも，

貸付金を生活費に廻していけば，子女が成長し就職し生計が好転し易い．」(『報告書』: 23

｛強調は佐藤によるもの｝) 

 この引用から分かる通り，母子福祉資金は，文字通り子どもがいる母に貸付を行うものだ

から，その子どもが働き手になることで，(一方では子どもが親元から自立する，つまり世

帯が分離する可能性もあるが，)世帯単位の生計費を安定させる機能を持つ．実際に，事業

資金については「この資金を生活費に廻しましたか」の設問が設けられており，「少し廻っ

てしまった」17.1％，「大分廻った」4.7％と，約 2 割が流用したことが分かる． 

第二に，第一も包含する形でこの時代に特徴的に思われるのが，時間稼ぎ型である．2 節

にも言及したように，この時期は高度経済成長の前半期に当たるとともに，日本の社会保障

の制度的定着の時期であるという限りにおいて，過渡期と呼称しうる．言い換えれば，稼ぎ

手それ自体の労働能力の低さなどを典型とする階層的没落の危険性があったとしても，子

どもが成人することによって労働力化したり，稼ぎ主が交替したりして 7)，没落の危機を免

れうる．

「想われた効果」の一類型としての教育投資型は，(教育)資金を用いることによる積極的

な時間稼ぎであると表現しうる．これに対して，「想われざる効果」の一類型としての時間

稼ぎ型は，福祉資金を用いることで階層的没落を遅くしたり緩めたりするという意味にお

いての消極性を表現している．

5.2 なぜ貸間をするのか 

 本節では，住宅資金の効果とは相対的に別の話題として，貸間についての分析を行うこと

にしたい．住宅資金は，前節にも見たように，事業用・非事業用と制度上区分されてはいる

ものの，世帯主が貸間を事業としては認識していないケースもある(だからこそ，調査報告

書に際しては，有業に最も有利に職業を確定している)． 

そこでまず，住宅資金の利用と間貸しとで，クロス表を作成した．すると，表 3 にある

通り，事業用では 43.9％，無回答でも 37.5％と，住宅資金を利用していない層の間貸しに

比べて，かなり高い割合で間貸しを行っていることが分かる．住宅資金を活用したのは

329 件で，調査対象者全体の割合は大きくないにもかかわらず，間貸しを行っている層が

多いのは，特徴的といえよう．
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表 4 住宅資金利用の有無・種類と貸間収入の有無 

事業用 非事業用 無回答 非利用 計

貸間収入あり 43.9 12.5 37.5 14.1 618 

貸間収入なし 56.1 87.5 62.5 85.9 3663 

合計 41 256 32 3952 4281 

(単位：件．P<0.01) 

 そして本論文の関心は，このような不動産利用の一形態としての貸間が，福祉資金利用

者という一定程度の収入の同質性という前提はあるものの，世帯間格差を拡大するのか，

それとも縮小するのかということであった．そこで，この仮説の前提として，なぜ世帯が

間貸しを行うのかについて，いくつかの分析を見てみることにしよう．

5.2.1 人口需要仮説 

第一に，需要が多いという意味で，人口需要仮説を検証してみたい．表 5 から分かる通

り，最大人口を擁する横浜市では，トップクラスに間貸しをしている割合が高く，618 世帯

のうち約半数(316 件)を横浜市が占めている(逗子市・三浦市は，間貸しの割合で 1 位・2 位

であるが，人口の絶対数が少ない)．併せて，間貸しの実数で見た順位でも，横浜・横須賀・

川崎で 409 件，つまり 3 分の 2 を占めていることから，人口が多いことから，需要があると

見越して間貸しをした，という仮説はあてはまっているように思われる．

5.2.2 空間余剰仮説 

第二に，居住空間が広いから貸間を行う，という仮説が成り立つ．

まず，そもそもの居住空間が広いから貸間を行う，という可能性がある．借受時と現在

の畳数の差を取ることで，居住空間が広くなったのかどうかを確認してみると，狭くなっ

ているのが 15.3％に対して，変わらない 61.2％，広くなっている 23.5％であった．これを

踏まえて，貸間収入ダミーとのクロスをとってみると，下記表 6 の通り，広くなったほう

が，貸間を行っていることが分かる．

次に，世帯人員が減ると，その分スペースが空くから，その空いたスペースが貸し出せ

るという意味で，空間余剰説と呼びうる仮説も成り立ちうる．そこで，畳数の増減と世帯

人員の増減から空間余剰という合成変数を作成し，それと貸間収入ダミーのクロス表を作

成したのが，表 7 である．
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表 5 人口ランキング順貸間割合 

横浜市 川崎市 横須賀市 藤沢市 小田原市 平塚市 相模原市 三浦市 逗子市 平均 合計

している 19.8 14.9 9.8 9.8 9.6 12.9 9.9 20.1 30.6 11.2 618 

していない 80.2 85.1 90.2 90.2 90.4 87.1 90.1 79.9 69.4 88.8 3662 

合計 1595 370 389 254 230 132 131 139 49 ― 4280 

人口(万) 137.6 63.3 28.7 12.5 12.5 10.8 10.2 4.0 4.0 

筆者作成．『報告書』では，神奈川県全土で福祉事務所が 19 か所とされているが，表の見やすさを優先し，人口 10 万人以上，あとは貸間割

合が高い 2 市を追加して掲載している．人口については，『昭和 35 年国勢調査その 14 神奈川県』55 ページより． 
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表 6 貸間収入の有無と借受時・現在の畳数比較 

狭くなった 変わらない 広くなった 計

貸間収入あり 12 50.5 37.5 618 

貸間収入なし 15.9 63.1 21.1 3662 

合計 15.3 61.2 23.5 4280 

(単位：件．p<0.01．) 

表 7 空間剰余と貸間収入ダミーのクロス表 

狭くなった 変わらない 広くなった それ以外 全体

貸間収入あり 9.7 12 14.4 7.4 366 

貸間収入なし 90.3 88 85.6 92.6 2691 

合計 487 1788 661 121 3057 

(単位：件．それ以外は，畳数は狭くなったが人数は減った場合と，畳数は広くなっ 

たが人数は増えた場合とを指す．P<0.05) 

なお，貸間の畳数と貸間収入の相関をとると 0.621(p<0.01)であり，1 人あたり畳数と貸間

収入の相関をとると 0.340(p<0.01)であったため，広いほど貸間収入が大きい傾向がある(あ

るいはその逆)ことも分かった． 

5.2.3 住宅投資仮説 

そして，上記第一・第二の仮説とあわせて，問題関心にとってもっとも中核的な，投資の

ために間貸しをしているという投資仮説を検証することにしたい．上記表 4 でも見たよう

に，事業用目的で住宅資金を使っている場合，顕著に間貸ししている割合が高いことを確認

した上で，間貸し収入の有無で世帯の平均収入を見ると，貸間収入ありが 32828 円(616 件)，

貸間収入なしが 32962 円(3617 件)であり，ほとんど変わらないことが分かる． 

これを前提として，世帯収入を 4 分割して，以下の分析を行った．まず間貸しをしている

割合でみると，(両制度を利用している世帯は，前提として低所得層に属するので，あくま

で相対的ではあることに留意は必要だが，)収入階層に対しては中立的，つまり貸間をして

いる割合は，ほぼ一定だったことが分かる．
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表 8 貸間収入ダミーと世帯総収入 4分割のクロス表 

下位 25％ 下中位 25％ 上中位 25％ 上位 25％ 全体

貸間収入あり 15.2 13.4 14.7 15 616 

貸間収入なし 84.8 86.6 85.3 85 3613 

合計 1085 1178 909 1057 4229 

(単位：件．有意ではなかった．) 

次に，世帯収入を 4 分割したものを，世帯収入に占める貸間収入の割合および実数で分け

た．すると，実数で見れば相対的に収入が多い世帯のほうが貸間収入は多いものの(表 9)，

低所得層ほど貸間収入による世帯収入への貢献度が多い(表 10)． 

表 9 世帯総収入 4分割の貸間収入の平均値 

平均値 度数 標準偏差

下位 25％ 6614.2 162 4093.4 

下中位 25％ 8535.3 155 6243.0 

上中位 25％ 9610.1 134 7791.6 

上位 25％ 12701.3 153 9746.1 

平均 9313.8 604 7537.0 

(単位：円．P<0.01) 

表 10 世帯総収入 4分割の対世帯総収入比貸間収入割合の平均値 

平均値 度数 標準偏差

下位 25％ 44.9 161 28.3 

下中位 25％ 33.5 155 23.8 

上中位 25％ 27.3 134 22.1 

上位 25％ 23.3 153 18.4 

平均 32.6 603 24.9 

(単位：％．P<0.01) 

以上をまとめてみると，以下のようになろう．住宅資金の利用者，特に事業用目的の利用

は，かなり意識的に，すなわち業として，間貸しを行っている．また住宅資金の利用の有無

とは相対的に別の次元として，なぜ間貸しをするのかについて最も適合する仮説は，横浜

市・川崎市など人口が多い地域において，いまだ準世帯が増加しつつあったことを背景に，
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需要を満たすと想定して間貸しを行う，人口需要仮説であるように思われる．

そしてこの効果としては，収入の同質性という前提を置くものの，対象者の中で相対的に

低所得層にとって，貸間収入が世帯収入に占める割合が大きかったことから，不動産利用と

しての間貸しは，救貧層に近い相対的低所得層にとっての没落防止・没落速度緩和機能を持

つ．しかし，世帯収入が大きくなるほど，貸間収入も大きくなる傾向があることから，世帯

間の収入格差は，間貸しによって拡大している．

6結論 

6.1 明らかになったこと 

本論文では，1962 年に行われた福祉資金行政実態調査の報告書および二次分析を基に，

住宅資金の効果および不動産所有の意味を中心的な問いとして，議論を展開してきた．本論

文では，以下のようなことが明らかになったと思われる．

 第一に，住宅資金は，文字通り住宅改善を目的としていたから，その限りで，間違いなく

住宅改善に資する効果を持った．住宅政策的な関心との関連から捉えると，いまだ住宅難が

はなはだしかった高度経済成長期において，低所得層および既存持家層を中心的対象から

排除していた住宅政策にとって，以下のような意味を持った．すなわち，非農林業業主世帯，

中小企業労働者世帯，単純労働者世帯などの低所得世帯持家にとっての居住条件改善に奉

仕した住宅資金は，その目的・対象において固有の意義を持ったと評価しうる．

 第二に，不動産所有が世帯にとって持った意味である．本論文ではこれを，間貸しによる

世帯収入への影響を中心に分析したが，事業資金の活用も含めて，住宅資金利用世帯の中に

は，そうでない世帯に比して，積極的に間貸しを行っていた．併せて，最も大きい人口規模

を誇る横浜市で間貸しを行っている割合(および実数)が高いことから，50 年代後半は準世帯

が増加していることもあいまって(第 1 表より)，旺盛な住宅需要を見越して間貸しを行った

ものと思われる．さらに，福祉資金利用という一定の収入の同質性を前提として，収入階層

別の間貸し収入を見ると，収入の実額で見ると相対的高階層のほうが大きいが，世帯収入に

占める間貸し収入の割合でみると相対的低階層のほうが大きかった．このことから，低所得

世帯にとっての没落防止・没落緩和機能を持っていたと評価しうる．

6.2 議論と考察 

冒頭で見た，3 つの問題関心との関係から，いくつかの議論を提示しておきたい． 

 第一に，社会保障における福祉資金の位置づけをどのように捉えるか，という論点である．

報告書でも，福祉資金は過渡的であるという指摘が行われていたが，改めてこれはどのよう

な意味であろうか．

戦後日本の社会保障制度は，一方では(旧)生活保護から社会福祉三法・社会福祉六法へと

分化・専門化していくとともに，他方では年金・医療を軸とする社会保険が社会保障制度の
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中核に位置している．1963 年という時代は，福祉六法がほぼ出そろった時期でもあり，国

民皆保険・皆年金が成立した直後であるから，社会保険中心の社会保障制度にとってみれば，

過渡期と表現しうる．

ただし同時に，高度経済成長期によって，一方では社会変動によって低所得層が生みださ

れるとともに，他方では雇用の拡大・経済成長が世帯にも富の均霑を及ぼすという意味にお

いて，両義的であった．このとき福祉資金は，貸付および民生委員(母子福祉資金の場合は

福祉事務所職員)による生活指導という 2 つの特徴を持っていたが，これは貸付による一時

的所得保障という意味での時間稼ぎであると同時に，事業の維持・創設であるばかりでなく，

各資金の達成によって，総体としての生活条件の向上が見られたと言ってよい．その限りで，

社会的投資という性質を持っていた．

 他方，この時期以降，労働力化が進み，かつ社会保険・社会福祉各種制度も成熟していく

と，たとえ金額・利用者の面で福祉資金が拡大していったとしても，社会保障制度全体で見

れば，その位置づけは相対的に低下する．この意味において，もちろん制度は(名称を変え

て)現存するが，社会保障制度の過渡期において，福祉資金が固有の意義を持ったと評価し

うるのではないだろうか．そしてそれは，当初より社会政策的でないという批判もあった住

宅政策においてはより顕著に見られ，住宅金融公庫を中心とした新規持家取得に傾斜して

いく以上，住宅政策における住宅資金の位置づけはいっそう残余的となっていく．

 第二に，不動産所有が世帯にとって持った意味についてである．ここで世帯と表現する際，

社会階層的関心からは，分析単位ということを強調しておきたい．これも繰り返しになるが，

5 節で見たように，「想われた効果」と「想われざる効果」を含めて分析するのは，諸個人

の総和としてのみ世帯が存在するからではなく，不動産所有の単位として世帯が存在する

からである．

 世帯を前提としつつ，不動産所有が世帯にとって持った意味について考えれば，これもい

くつかの意味があったように思われる．まず間貸しという観点から見れば，住宅難が徐々に

解消していくことによって，準世帯も減少していくのだから，間貸しのニーズも減少してい

く．この点，家が狭いなら狭いなりに貸し出すことで家賃収入を得られたという意味におい

ては，過渡期と呼称しうる．むしろ 1960 年代以降，筆者の調べた東京都内では，既存市街

地における持家の建て替え，新規市街地・郊外における田畑あるいは(家主の)近隣空地の補

充という形で，それぞれアパートが供給されるようになる(佐藤 2020)．ただしこれは，間貸

しからアパートへと貸し出す対象が代わっただけであって，世帯が家賃収入を得る点から

みれば，さしたる違いはないともいえる．

他方，冒頭に Pahl を引用したように，(当然に本調査という強い限定の下ではあるが，)間

貸しが，相対的高所得層にとってより大きい収入を持っていたことは，労働市場における格

差が，世帯にとっての不動産所有によって，いっそうの格差拡大へと媒介されている可能性

を示唆する(もちろん，世帯収入の割合で見れば，相対的低所得層のほうが高いので，没落
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防止機能も持っていることに留意が必要であろう)． 

これまでの住宅研究では，住宅市場から生まれる住宅問題に対して住宅政策が必要とさ

れるが，しかし日本の住宅政策の場合，かえってその問題が悪化される点が強調されていた

ように思われる．公団・公庫による社宅支援が，相対的に賃金が高い大企業を中心になされ，

相対的に賃金の低い中小企業労働者は薄い支援をしていることから，上に厚く下に薄い住

宅政策と批判した原田の批判がその象徴である(原田 1985: 380-381)．本論文での分析も踏

まえると，住宅資金を使う層が積極的に間貸しをしている事実に照らして，政策による世帯

格差の媒介と，間貸しによる世帯格差の媒介とが，複雑に結びついていることもまた，示唆

されるように思われる．

住宅部面においては，そもそもの住宅政策が平等を志向したとは言い難い側面があるが，

ここには，住宅政策のロジックばかりでなく，世帯の階層的位置づけに，政策を活用できな

い層・政策を活用する層が複雑に結びつくことで，平等概念を要求・具体化していくような

ベクトルへと向かわなかったのではないだろうか．

6.3 今後の課題 

 最後に，本論文の課題についても一瞥しておきたい．本論文の分析をより精緻にする方向

性とともに，必ずしも本論文の枠内では扱ってこなかった事項について列挙しておこう．

本論文の枠内で最も重要な課題は，職業別の分析である．42 および 52 において住宅資金

および間貸しの分析を行ったが，しかし職業の分類・記述は報告書に負っており，分析まで

至らなかった．しかし，福祉資金全体の利用者と住宅資金利用者との関係(サンプルの偏り)，

そしてそれによる住宅資金および間貸しの特徴が導かれないことには，低所得層の没落防

止・没落緩和機能を持ったのかは，必ずしも明らかでない．ここにおいて，社会階層の基本

的な概念(職業，従業上の地位，企業規模)から今一度分析を行う必要がある． 

 それ以外には，第二に，労働力化と不動産経営の関係である．前項でも見たように，事実

経過としては，間貸しのニーズは減少し，貸家のニーズは増加するため，供給主体の供給対

象も間貸しからアパートへと変わっていくことは，なんら不自然ではない．ただしこれをど

う総括するかという論点に関して言えば，自営業社会から雇用社会へと転換していく過程

で，土地・生業と結びついた副業は衰退していく可能性もあれば，あるいは雇用社会の定着

による退職金制度によって，副業が積極化される可能性もある．このような世帯資源戦略の

変容をどうとらえるかというのが課題となる．

 第三に，住宅調査史における本調査の位置づけである．調査主体である東京大学社会科学

研究所と住宅調査との結びつきで言えば，1950 年前半に，社研以外の研究者も含めて，住

宅調査・研究を行っていた(1952 年刊行『戦後宅地住宅の実態』，1953 年刊行『日本社会の

住宅問題』，1956 年刊行『給与・公営住宅の研究』)．当時の社研の調査の担い手は，主とし

て労働研究者と法学者であったが，たとえば関谷嵐子のように，住宅について少なからず言
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及する論者も存在していた 8)．このことを考えるとき，社会調査史という観点からみると，

建築学者による住宅調査という「常識」が定着する前の時代において，ディシプリンあるい

は専攻との関連から「誰が」住宅調査をしていたのかという整理もまた，重要ではないかと

思われる．

［注］ 

1) 住宅資金を使って増築した広さ(部屋数)で見ると，1 室が 37 件，2 室が 17 件，3 室以上は数

件となっている．

2) 転居回数は 1 回が 452 件，2 回が 196 件，3 回以上が 203 件であった．持家の割合が多く，か

つ借受時(1956～1960 年)から調査時点(1962 年)の期間で，これほど頻繁な転居があるとは，

やや考えにくい．回答者によっては，借受時から調査時点ではなく，(例えば世帯主が生まれ

てから現在までなど)別の時間幅を想定して回答した可能性がある．

3) この点，被災からの回復のために住宅資金が用いられたかどうか，厳密には判断しがたい．

戦後から 1960 年(本調査の対象は 1956 年から 1960 年に資金を利用した世帯である)に起こっ

た，神奈川県も含んだ災害に限定すると，キティ台風(1949 年)，狩野川台風(1958 年)，伊勢

湾台風(1959 年)が挙げられる．他方，昭和 36 年梅雨前線豪雨(いわゆる 36 災害)は 1961 年で

あるから，これを受けて利用した世帯がいるとは考えにくい．

4) 今回，報告書に掲げられた職業分類を再分析することが叶わなかった．これについては，今

後の課題としたい．

5) 本調査の直後，1963 年からは，転貸費の拠出が認められることになった．引っ越し費用まで

含めるのならば，持ち家世帯の支援には限定されないことになる．

6) 詳述は避けるが，いくつかの類型化が可能であろう．暮し向き(I)の「楽になった理由」に基

づいて類型化してみると，第一に，本来的成功型である．つまり，生業資金による事業収入

増加であるが，事業収入の増加(回答者のうち 40.3％，以下この注に関しては回答者に占める

「あり」の回答割合を示す)，賃金収入の増加(23.6％)，生計中心者の就職(9.5％)，生計中心者

の転職(3.6％)などが具体的に見て取ることのできる数値である．第二に，教育投資型である．

修学資金によって高校あるいは大学へ進学することで，より安定した・高賃金の職業達成が

果たされる(この分析は他稿に譲りたい)．第三に，必要生活費減少型である．世帯が細分化し

た場合(扶養家族減少は 7.6％)と，病気からの回復(世帯員の病気回復 4.2％，生計中心者の病

気回復 2.8％)の場合の 2 つが挙げられよう．

7) 前注 6と同様の質問に対して，世帯員の就職(37.8％)，世帯員の転職(1.4％)という回答があり，

ここでは子どもによる就職を想定している．

8) 上記 1951～1956 年刊行の主体となっている宅地総合研究会が，時期的に京浜工業地帯の調査

と重なっているばかりでなく，労働研究者を中心にすすめられていたことが，下記の引用か

ら明らかとなっている「東大宅綜研の調査と前後して京浜工業地帯の綜合調査が開始され，
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その中の労働問題グループの手でいくつかの住宅問題調査がおこなわれている．」(関谷 1973: 

193)． 
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